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アジアヘッドクォーター特区の概要
アジアヘッドクォーター特区の基本理念

多くの企業が集積する東京に欧米・アジアの
グローバル企業のアジア本社・研究開発拠点
を誘致し、民間投資を誘発

誘致した外国企業と都内・国内中小企業との
コラボレーションを促進し、東京のみならず、
日本全体へ経済効果を波及

長期にわたる経済停滞を乗り越えるため、  
東京をアジアのヘッドクォーターに進化させ、
アジアの拠点として日本全体の再生を牽引

○  アジア地域の業務統括拠点・研究開発拠点を
５年間で５０社以上誘致

○  外国企業を５年間で５００社以上誘致
（業務統括拠点・研究開発拠点を含む）

目標

○  東京の成長を促す業種

情報通信、医療・化学、電子・精密機械、
航空機関連、金融・証券、ｺﾝﾃﾝﾂ･ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ  等

誘致対象業種

税制、規制緩和、まちづくりを組み合わせた戦略的企業誘致

誘致・ビジネス交流

○誘致対象企業の掘り起こし
○MICE拠点の形成
○誘致対象外国企業に対する税制優遇

ビジネス支援

○コンシェルジュ機能による  
ワンストップサービス
○外国企業に就労する外国人  
の入国審査の迅速化

生活環境整備

○外国語で受診可能な医療機関の拡大
○子女が外国語で学べる教育環境の整  
備

BCPを確保したビジネス環境整備

○自立・分散型エネルギーネット  
ワークの構築
○先進的なﾋﾞｼﾞﾈｽ支援機能の導入
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法人実効税率の低減による税負担の軽減

現行実効  
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都独自の積極策
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国際競争力強化のた  
めの戦略的まちづく  
りを行うエリア  
⇒特定都市再生緊急  
整備地域と連動

○外国企業

（1068社  ※全国

の1/3が集積）

○ＭＩＣＥ施設  
（119施設）

地域資源

考え方 東京都心・臨海地域

新宿駅周辺地域

羽田空港跡地

品川駅・田町周辺地域

渋谷駅周辺地域

外国企業を東京へ誘致

外国人家族が母国同様の
環境で生活できる暮らし

東京でのﾋﾞｼﾞﾈｽをｻﾎﾟｰﾄ

BCPを確保したﾋﾞｼﾞﾈｽ環境

特区間との連携

○国際戦略総合特区間の連絡協議会を設置

○外国企業の二次投資、他の特区内に拠点をおく企業
と外国企業とのビジネスマッチングに対する支援

経済波及効果

全国
約２．３兆円

東京都  約１．０兆円

その他  約１．３兆円
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将来像

○首都機能の国際化と活性化に寄与する
交流拠点の整備

○２４時間対応可能な国際空港と一体化
した国際ビジネス支援機能の集積

○国内企業と外国企業の連携を深めるため、
「平成の出島」としての機能を担う

具体的な取組

○国際会議や外国企業と国内企業のマッチ
ングなど、産業交流のための機能の整備

○産業交流施設を活用し、国内中小企業等
が有する独自技術や日本各地の特区を
中心に新たに創出される最先端技術・
製品等の紹介

地域資源

○中小企業による産業集積が高度に蓄積

○ものづくり産業へのサポート体制の確立

○羽田空港４本目の滑走路、国際線ターミ
ナルの供用開始

羽田空港跡地について

産業交流施設イメージ

交流施設のねらい

特区間連携に対する考え方

区分 主な連携策

産業創出

・国内中小企業の海外展開支援

・成長分野の参入促進、新産業・新事業の
創出支援

・技術連携・受注発注取引の促進

連携ハブ

・産学官連携の促進

・グローバル人材の育成の推進

・民間インキュベーション機関との連携

・サイエンスパークとの連携

誘致促進・

マッチング

・国際会議などの開催の促進

・誘致海外企業とライフイノベーション特

区内企業とのビジネスマッチング

・二次投資展開に向けたワンストップサー

ビスの提供

羽田空港の機能拡充
基盤技術の蓄積

産業支援のノウハウ
生かす

大田区、国、
東京都、

民間等関係機関

連携

産業交流施設

アジア・海外 国内

結ぶ

ものづくり技術・製品の
海外との受発信機能

ものづくりにおける
国際・国内連携のハブ機能

新たな市場・新技術の創造
特区制度、

区の企業立地促進
基本計画の活用

国、東京都、
民間等関係機関

と連携

日本のものづくりの国際競争力向上、雇用の増加に伴う地域の活性化

平成２４年８月８日
東 京 都
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